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概要-1 

 

概 要 

最終更新日 2021 年 3 月 25 日 

プロジェクト名 

カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／④次

世代火力発電基盤技術開発／7) CO2 有効利用技術

開発 

プロジェクト番号 P16002 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

環境部 ＰＭ 西海 直彦（2021 年 3 月現在） 

環境部 ＰＭ 村上 武（2017 年 10 月～2019 年 6 月） 

０．事業の概要 

我が国の優れた CCT 等に更なる産業競争力を賦与できる将来有望な CCU 技術の確立を目指し、

CO2 有効利用品製造プロセスやシステムにおける CCU 技術の総合評価を実施する。CCU 技術の総合

評価（経済性、環境性など）のため、CO2 の排出源、CO2 分離回収技術、変換技術や有効利用技術

などがベストマッチングできる最適なシステムを、実験やシミュレーションを通じて詳細検討する。また、将来大

量に導入が予想される再生可能エネルギーと、高効率な石炭火力発電技術である石炭ガス化複合発電

（IGCC）との共生を念頭に入れたポリジェネレーションシステム（熱・電力・燃料供給システム）も CCU

技術の一つとして検討し、その運用性、環境性、経済性などを評価する。 

１．事業の位置 

付け・必要性に

ついて 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国内の

発電供給量の 26％を担う重要な電源である。 

しかし、これら石炭火力発電では CO2 排出量が比較的多く、将来的に CO2 分離回収有効利用：

Carbon Capture and Utilization（CCU）が検討されている。現時点では CO2 の大規模処理が困

難であるものの、有価物の製造等により利益を創出する可能性がある。 

2030 年度以降を見据え、将来の有望なＣＣＵ技術の確立を目指して、我が国の優れた CCT

（Clean Coal Technology）等に、更なる産業競争力を賦与する事が可能なＣＣＵ技術について、

実用化に向けた開発を実施する。 

２．研究開発マネジメントについて 

  

事業の目標 

事業終了時に本事業として実施する CO2 有効利用技術の適用性を確認する。一例としては、将来的に

天然ガス代替では 0.9 円～1.4 円/MJ※（LHV）を見通す経済性を評価する。 

※35 円～55 円/Nm3：天然ガス 39MJ/Nm3 

事業の計画内容 

主な実施事項 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy  

① CO2 有 効 利 用

トータルシステムとして

の総合評価 

      

②CO2 分離回収・

有効利用システムの

検討・評価 

      

③高濃度 CO2 利用

品製造プロセスの検

討・評価 

      

④再生可能エネル

ギー併用 CO2 有効

利用システムの検討 
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事業費推移 

 (単位:百万円) 

（委託）  

会計・勘定 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 総額 

一般会計 － － － － － － 

特別会計（需給） 366 628 448 351 126 1919 

開発成果促進財源 － － － － － － 

総 NEDO 負担額 366 628 448 351 126 1919 

（委託） 366 628 448 351 126 1919 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

プロジェクト 

リーダー 
日本大学 坂西 欣也 

プロジェクト 

マネージャー 
環境部 西海 直彦 

委託先 

一般財団法人エネルギー総合工学研究所 

公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

    （再委託先：山口大学、京都大学） 

国際石油開発帝石（株） 

    （再委託先：国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

JFE スチール（株） 

日立造船（株） 

    （再委託先：名古屋大学） 

情勢変化への 

対応 

事業開始（2017 年度）以降、下記のような情勢変化があり、本事業の早期実用化の重要性がますま

す高まった状況にある。 

・2019 年 6 月に経済産業省により「カーボンリサイクル技術ロードマップ」が策定された。CO2 を資源として

捉え、これを分離・回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクルに係る技術は、将来有

望な選択肢の一つであり、そのイノベーションを加速化していくことが重要とされている。 

・2020 年１月に内閣府により「革新的環境イノベーション戦略」が策定された。CO2 排出削減効果が大

きな技術（39 テーマ）の一つとして「低コストメタネーション技術の開発」が設定され、技術の確立を目指

すことが示された。 

・2020 年 12 月に経済産業省により「カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定された。この中

で、「カーボンリサイクル産業」も重要分野として指定され、技術開発・社会実装を進め、グルーバル展開を

目指すことが示された。 

 

 本事業の事業内容を上記政策に反映しており、本事業の早期実用化の重要性がますます高まった。 

評価に関する 

事項 
事後評価 2021 年度 前倒し事後評価実施 

３．研究開発成果

について 

最終目標（2021 年度）の達成状況 

・メタメーションについては、基礎基盤研究段階の本プロジェクトでのベンチスケール試験を通じで、技術目標

を達成した。実用化に向けての技術的知見や課題も得られ、段階的な設備スケールアップ試験・実証に向

けた大きな成果を得られた。 

13



 

概要-3 

 

 

・0.9 円～1.4 円/MJ（LHV）を見通す経済性の評価については、商用スケールでの事業性を電気料金

（水電解コスト）、副生物（酸素、熱）販売、CAPEX/OPEX 等の条件を加味して評価し、電気料金

は 1～3 円/kWh 程度が事業性には必要であることが明らかとなった。 

投稿論文 5 件 

特 許 「出願済」2 件（うち国際出願 1 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
50 件 
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４.成果の実用化に

向けた取組及び

見通しについて 

【メタネーション】 

策定した実用化に向けた技術ロードマップに基づき、本プロジェクトで得た知見・技術的課題を踏まえ、段階

的な技術開発・実証を進める。 

2021 年度カーボンリサイクル技術ロードマップの気体燃料分野の公募を実施予定。 

 

市場ニーズ 

・天然ガス（メタン）は生活・産業に不可欠なエネルギーである一方で、利用に際して 発生する CO2 が問

題となる。温暖化対策として、ガス自体の脱炭素化が求められており、それに対応できる技術として期待でき

る。 

・変動する再エネ電力の余剰分を使った水電解水素を使ったメタネーションを行い、ガス導管注入を行うことで

余剰電力の受け皿となりうると期待できる。 

競合技術に対する優位性 

・メタン合成技術の中では、基礎技術は既に確立されているという優位性があり、大型化研究開発の段階を

経て実用化には近い。 

技術確立の見通し 

・段階的な大型化研究・実証を経ることで実用化のための技術確立は獲得できる。 

 

 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 2016 年 1 月 作成 

変更履歴 

2016 年 4 月、9 月、2017 年 2 月、5 月、6 月、2018 年 2 月、7 月、9 月、

2019 年 1 月、7 月、2020 年 2 月、3 月、7 月、9 月、2021 年 1 月 改訂

（目的、目標、内容、研究開発項目等の追加、修正） 
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